
 

 

 

 

 

Ⅵ．都道府県が行う国民健康保険の安定的な財政運営及び被保険

者の健康の保持の推進のために必要と認める医療費の適正化の取

組に関する事項 

国民健康保険財政の基盤を強化するため、市町村ごとの健康課題や保

健事業の実施状況を把握し、医療費適正化計画とも整合性を取る形で、「支

出面」の中心である医療費の適正化に取り組む。 

【主な取組】 

・特定保健指導の効果的な実施等 

・後発医薬品の普及促進 

・重複受診や重複投薬等への取組 

・糖尿病性腎症の重症化予防 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

・データヘルス計画に基づく事業実施 

・関係団体等との連携 

 

Ⅶ．市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関

する事項 

市町村における住民サービス等に大きく差異が生じないよう、住民サービス

を向上しつつ均てん化するため、事務の広域化・効率化に取り組む。 

【主な取組】 

・国民健康保険事務処理のため情報システムの標準化 

・国民健康保険団体連合会の共同事業として実施 

 

Ⅷ．保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携

に関する事項 

医療・保健・福祉全般にわたって目配りをしながら施策を推進するため、医

療保険以外の保健・介護・福祉分野等の諸施策との連携に取り組む。 

【主な取組】 

・保健医療サービス・福祉サービス等との連携 

 

Ⅸ．施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整

その他県が必要と認める事項に関する事項 

国民健康保険の運営に係る施策の実施のために必要となる市町村と調整

のほか、必要な事項について定める。 

【主な取組】 

・山梨県市町村国民健康保険連携会議の開催 

・各種研修会の実施 

・国民健康保険担当者会議の開催 

【運営方針の趣旨】 

国民健康保険の安定的な財政運営及び市町村の国民健康保険事業の広域化や効率化の推進 

【運営方針の期間】 

令和６年４月１日から令和１２年３月３１日（６年間） 

ただし、概ね３年ごとに見直し（本運営方針に基づく取組状況の分析・検証の結果、必要と認める場合） 

【根拠法令】 

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第８２条の２ 

Ⅰ．国民健康保険運営方針に関する基本的な事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し（その１） 

福祉保健部国保援護課 

■医療費の動向（左表：医療費総額、右表：一人当たり医療費） 

・医療費総額は被保険者の減少により減少傾向 

・一人当たり医療費は被保険者の年齢構成の高齢化により増加傾向 

・医療費総額、一人当たり医療費ともに R2 は新型コロナの影響により大幅減少 

【医療費の動向と将来の見通し】 

■被保険者の推移（左表：被保険者数、右表：年齢構成） 

・被保険者数は全国と同様に減少傾向 

・年齢構成は６５歳から７４歳までの割合が大幅に増加傾向 

■将来の見通し（左表：被保険者数の推計、右表：医療費の推計） 

・被保険者数は減少するものの６５歳から７４歳までの割合は増加する見込み 

・医療費総額は減少するものの一人当たり医療費は増加する見込み 

 

Ⅱ．国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し（その２） 

【財政収支の改善に係る基本的な考え方】 

・原則として、必要な支出を保険料（税）や県支出金などでまかなうことにより、国民健康保険特別会計において収支が均衡していることを基本とする。 

【赤字解消・削減の取組、目標年次等】 

・赤字が生じた保険者については、要因を分析し、赤字解消・削減計画を策定する。 

・単年度での赤字の解消が困難な場合は、５年度以内の中期的目標を定め、段階的に赤字を削減し、できる限り赤字を解消するよう努める。 

【財政安定化基金の運用】 

・医療給付費の増加や保険料（税）収納不足等により財源不足となった場合には、保険者に対して貸付や交付を行い、県においては取崩を行う。 

 

Ⅲ．市町村における保険料(税)の標準的な算定方法に関する事項 

【標準的な保険料（税）算定方式等】 

算定に必要な係数等 設定内容 

医療費水準（指数）の反映 

＜医療費指数反映係数（α）＞ 

R6：α=0.6～R12：α=0 

（毎年度 0.1 ずつ低減） 

賦課限度額 
国民健康保険法施行令又は地方税法

施行令で定められた額 

賦課方式 ３方式（所得割、均等割、平等割） 

賦課割合 
応能割：応益割=５０：５０ 

所得割：均等割：平等割=５０：３５：１５ 

【標準的な収納率の設定】 

・賦課年度の前年度の平均被保険者数による規模別に３区分を設定 

【保険料(税)水準の統一】 

・受益と負担の公平性を図る観点から、県内のどこに住んでいても、同じ所

得水準、世帯構成であれば同じ保険料（税）となることが望ましいことから、

令和１２年度に保険料（税）水準の統一を目指す。 

・これを実現するため、令和６年度から令和８年度までの３年間で市町村と

検討・協議を進めていく。                  （詳細は別紙参照） 

 

Ⅳ．市町村における保険料(税)の徴収の適正な実施に関する事項 

安定的な財政運営を継続し、被保険者の負担の公平性の観点から、市町

村が収納率を向上させ、保険料(税)を確実に徴収することができるよう、その

徴収事務の適正な実施のため取り組む。 

【収納率目標】 

・被保険者数の規模に応じた３区分の収納率目標を設定 

【目標達成のための取組】 

・税部門との連携等による滞納整理を含む収納体制の強化 

・徴収方法の多様化（口座振替、クレジット決済、コンビニ収納等） 

・収納率向上アドバイザーによる担当者向け研修会の実施 

・全国及び県内の取組事例の情報提供、共有化 

 

Ⅴ．市町村における保険給付の適正な実施に関する事項 

保険給付の実務が法令に基づく統一的なルールに従って確実に行われ、

必要な者に必要な保険給付が着実になされるようにするために取り組む。 

【主な取組】 

・レセプト点検の充実強化 

・療養費の支給の適正化 

・第三者行為求償の取組強化 

・保険医療機関等による大規模な不正が発覚した場合の取扱い 


